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児童生徒の自殺の現状について
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自殺対策基本法の改正概要について
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改正自殺対策基本法における協議会について①

【協議会の目的】
①自殺をする危険性が高いこどもを早期の発見
②相談その他の自殺の発生を回避するための対処を行う体制の整備及び充実（法第１９条）
③自殺未遂をしたこどもへの継続的な支援（法第２０条）

【協議会の内容】
①こどもの自殺の防止等について必要な情報の交換
②必要な対処、支援等の措置に関する協議

【支援対象者】
①自殺をする危険性が高いこども（自殺の発生を回避するために支援に緊急性を要するこども）
②自殺未遂をしたこども
※「こども」＝「心身の発達の過程にある者」（こども基本法第２条第１項）したがって協議会の
支援にあたっては、18歳や20歳といった年齢を理由に必要な支援が途切れないようにすることが
重要であり、協議会の設置時に、あらかじめ協議しておくことが望ましい。
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改正自殺対策基本法における協議会について②

【個別ケース検討会議】
協議会では、自殺の発生を回避するために支援に緊急性を要するこどもや実際に自殺未遂をし

たこどもについて個別に具体的な支援の内容等を構成者で協議する個別ケース検討会議を行う。

（想定される協議事項の例）
①自殺の発生を回避するために支援に緊急性を要するこどもや実際に自殺未遂をしたこどもの状況などの確認
②当該こどもの自殺リスクの評価
③支援方針の検討
④関係機関等の具体的な役割分担の決定
⑤定期的な支援状況の確認
⑥必要に応じて支援方針の見直し

【全体会議】
自殺の発生を回避するために支援に緊急性を要するこどもや実際に自殺未遂をしたこどもへの対

応を地域全体で共通の認識の下で取り組むために、必要に応じて、地域のこどもの自殺の現状や課
題、取組状況やその評価等の地域におけるこどもの自殺対策について協議する会議（全体会議）を
実施することが期待される

（想定される協議事項の例）
①普及啓発 ②連携体制の整備 ③遺された人への支援 ④取組の評価等
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横須賀市の自殺対策の現状（自殺対策組織）について

市役所の組織としては、市長をトップとし
た、庁内の全部局で構成される「自殺対策推
進本部」および関係課長を構成員とした「自
殺対策推進課長会議」からなる。

また、地域の関係機関・団体や公募市民か
らなる「横須賀市自殺対策推進協議会」にお
いて、本計画の各事業の推進状況の把握等を
行い、連携して自殺対策を推進していきます。

組織外として、個別検討。
自殺未遂者支援ケース
要保護児童対策地域協議会ケース
児童相談所通報ケース
教育委員会把握ケース
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横須賀市の自殺対策の現状（自殺未遂者支援）について

自殺未遂をして横須賀共済病院・総合医療センターに
緊急搬送された方に対して

紹介 支援対象者（年齢制限なし）に対して救急救命

センターの医師等から保健所を紹介

同意 本人の同意

連絡 保健所へ連絡（情報提供書又はサマリーによる

面接 当事者や家族との面接をできるだけ速やかに実施

支援 問題の整理、解決に向け関係機関の紹介や制度

の活用について支援。必要時家族への支援も実施

年代別自殺未遂者の推移
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（仮称）こども・若者部会について

(仮称）こども・若者
部会

※協議会における
全体会
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